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第４章 啓発及び知識の普及 

 

（１）情報の提供 

 

①パンフレット等の配布 

耐震診断や耐震改修に関する市民の関心を高めるとともに、必要な備えを広く周知する

ため、赤平市における想定地震発生時の被害予測、耐震診断・耐震改修を支援する制度等

を伝えるパンフレットを作成し、広く市民に配布します。 

 

【パンフレットのイメージ】 
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②地震ハザードマップの作成 

住宅や建築物の所有者等が地震防災対策を自らの問題や地域の問題として理解できるよ

う、想定地震のゆれやすさやそれによる建築物被害の程度等を地図上に表した地震ハザー

ドマップを作成し、啓発及び知識の普及を図ります。 

 

【地震ハザードマップのイメージ】 

    ○ ゆれやすさマップ            

 

                        ○ 地震ハザードマップ（全半壊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③各種イベント、講習会等の活用 

地震対策に関する各種セミナー、講演会の情報提供に努めます。 

また、防災や防火に関するイベント開催等の情報提供に努め、既存の住宅や建築物の耐

震診断・耐震改修の重要性について普及・啓発を行うとともに、北海道の実施する住宅の

性能向上リフォームの普及とあわせた一般向けリフォームセミナーの開催を後援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
【北海道による住宅耐震セミナー】 

資料：北海道釧路総合振興局 HP 
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④その他の情報提供 

北海道では、インターネットによる住まいに関するポータルサイト「きた住まいるラン

ド」を活用し、住宅・建築物所有者等や建築技術者ニーズに対応した耐震診断・耐震改修

に係る情報提供を行っています。 

赤平市は、こうした北海道の取り組みと連携し、相談窓口等を通じて地震防災パンフレ

ット等普及・啓発ツールの配布を始め、住宅・建築物の耐震診断・耐震改修に関する情報

の提供に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：きた住まいるランド HP

 

【きた住まいる」の概要】 
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（２）住民の自発的な取り組みの支援 

 

①リフォームに合わせた耐震改修の周知・誘導 

地域住民が、住宅のリフォームに際して耐震改修も合わせて実施するように、設計者、

施工者等と連携・協力し、耐震改修の周知・誘導に努めます。 

 

【建築物の耐震化を進めるための周知内容（例）】 

１ 行政や専門家（建築士）に相談しましょう 

■耐震化の必要性について理解を深めましょう 

○耐震化はなぜ必要なのでしょうか？ 

○耐震診断・耐震改修とは？ 

○耐震診断・耐震改修に必要な費用は？ 

■市の相談窓口に出かけてみましょう 

○市民の疑問や、助成制度のアドバイス等を行っています 

 

２ 耐震診断を行いましょう 

■建築士による耐震診断を受けましょう 

○建築士が設計図書や現地の調査等から、建物の柱や壁の配置バランス、接合部分の状況、

建物の劣化度等をチェックし、建物の弱点を探します 

○床下や天井裏を見ると診断の正確性が高まります 

 

３ 改修計画の検討・設計を行いましょう 

■診断結果に基づき、改修計画を検討し、設計を行います 

○補強計画を検討し、耐震改修設計を行います 

○設計に基づき、改修費用を積算します 

※耐震診断の結果によっては建替えの方が経済的な場合もあります 

 

４ 耐震改修を行いましょう 

■耐震改修を行います 

○耐震改修設計に基づき、耐震改修を行います 

○耐震改修に合わせて、断熱改修（省エネ改修）、高齢化対応等の工事を行うと、それぞれ

個別に行うよりも経済的に改修できます 
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②家具の転倒防止 

住宅内の家具等の転倒による被害を軽減するため、パンフレットの配布等を通じて、家

具等の転倒防止対策の普及・啓発に努めます。 

 

【身近な地震対策の周知内容（例）】 

■タンス 

・Ｌ字金具等で固定する 

・2段重ねの家具は、上下を平型金具で連結する 

■食器棚 

・Ｌ字金具等で固定する 

・棚板には滑り止めを敷く 

・ガラス部分には飛散防止のフィルムを貼る 

・開き戸が地震の揺れで開かないように金具をつける 

■棚 

・棚板の前の端と両端に落下防止の枠をつける 

■テレビ 

・できるだけ低い位置で固定する 

・転倒防止パッキンをはさむ 

■その他 

・窓ガラスに飛散防止フィルムを貼る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府防災情報のページ 平成 24 年度広報誌「ぼうさい」 

 

 

資料：総務省消防庁ＨＰより 

【家具や家電の固定方法】 
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資料：内閣府防災情報のページ 平成 24 年度広報誌「ぼうさい」 

 

 

③自動販売機の転倒防止 

市内で屋外に設置されている自動販売機の転倒による被害を軽減するため、自動販売機

メーカー、清涼飲料・タバコ・酒類の小売団体等に協力要請を行い、自動販売機転倒によ

る被害の防止対策に関する普及・啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自動販売機の転倒防止の例】 

 

【家具や家電の固定方法】 
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④建築物やその敷地等の安全対策 

これまでの建築物における地震被害では、住宅・建築物の倒壊のほか、敷地の崩壊や非

構造部材等の落下等による人的被害が多く発生しています。 

このため、北海道と協力し、住宅・建築物の耐震化とあわせて、ブロック塀の倒壊防止

対策、窓ガラス等の落下物対策、大規模空間の天井崩落対策、家具の転倒防止対策等、地

震時の総合的な建築物の安全対策の普及に努めます。 

また、地震に伴う崖崩れ等による建築物被害を避けるため、がけ地等に近接する住宅を

対象に、「がけ地近接等危険住宅移転事業」等の活用を図り、敷地の安全対策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




